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㊢ 
角 監 第 ２１ 号 

令和２年８月１９日 

 

 

角田市長 黑 須   貫 殿 

 

 

角田市監査委員 南 部 信 一 

角田市監査委員 湯 村   勇 

 

 

令和元年度健全化判断比率に関する審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１

項の規定により審査に付された令和元年度健全化判断比率及びその算定の基礎とな

る事項を記載した書類について審査したので、次のとおり意見を提出します。 
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令和元年度財政健全化審査意見書 

 

１．審査の対象 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びにその

算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２．審査の期間 

令和２年７月２１日から同年８月１７日まで 

 

３．審査の概要 

この財政健全化審査は、令和元年度決算に基づく健全化判断比率及びその算定の

基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成されているかどうかを主眼として実

施した。 

 

４．審査の結果 

⑴ 総合意見 

審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

 

記 

単位：％ 

健全化判断比率 平成 30 年度 令和元年度 早期健全化基準 

①  実 質 赤 字 比 率 － － 13.81 

②  連結実質赤字比率 － － 18.81 

③  実質公債費比率 7.1 8.2 25.0 

④  将 来 負 担 比 率 105.2 97.6 350.0 

※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率は、実質赤字額、連結実質赤字額がないため「－」と表示

している。 

 

⑵ 個別意見 

① 実質赤字比率について 

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率である。令

和元年度の実質収支額は 412,841 千円で、前年度に引き続き黒字のため比率は

算定されないことを確認した。 
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② 連結実質赤字比率について 

公営企業会計を含めた全ての会計を対象とした実質赤字額（又は資金の不足

額）の標準財政規模に対する比率である。令和元年度の実質収支額及び資金剰

余額は 1,232,740 千円で、前年度に引き続き黒字のため比率は算定されないこ

とを確認した。 

 

③ 実質公債費比率について 

一般会計等が負担する元利償還金と準元利償還金の標準財政規模に対する

比率の 3カ年平均の値である。令和元年度の値は 8.2％であることを確認した。

前年度と比較し 1.1 ポイント上昇した。令和元年度決算の状況はこれから公表

されるので他の自治体との比較はできないが、平成 30 年度の全国市区町村平

均は 6.1％、宮城県内市町村平均は 7.1％であった。早期健全化基準の 25.0％

を下回っていることから、良好な状態にあると認められる。 

 

④ 将来負担比率について 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率で

ある。令和元年度は 97.6％であることを確認した。前年度と比較し 7.6 ポイン

ト下降している。数値的には、早期健全化基準の 350.0％を大きく下回ってい

るものの他の自治体と比べると高い水準にあり、改善を図る必要がある。今後、

高齢化の進展により伸び続ける社会保障関係費や、公共施設等の老朽化に伴う

改修・修繕等に係る財政需要の増大が見込まれるため、財政基盤の充実・行政

の効率化が必要不可欠である。今後も市民のニーズに応えるため、将来を見据

えた健全な財政運営に努められたい。 

  



- 4 - 

 

  



- 5 - 

㊢ 
角 監 第 ２２ 号 

令和２年８月１９日 

 

 

角田市長 黑 須   貫 殿 

 

 

角田市監査委員 南 部 信 一 

角田市監査委員 湯 村   勇 

 

 

令和元年度資金不足比率に関する審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第

１項の規定により審査に付された令和元年度資金不足比率及びその算定の基礎とな

る事項を記載した書類について審査したので、次のとおり意見を提出します。 
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令和元年度経営健全化審査意見書 

 

１．審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２．審査の期間 

令和２年７月２１日から同年８月１７日まで 

 

３．審査の方法 

この経営健全化審査は、市長から提出された令和元年度決算に基づく資金不足比

率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成されているかどう

かを主眼として実施した。 

 

４．審査の結果 

⑴ 総合意見 

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

 

記 

特別会計の名称 
資金不足比率 

経営健全化基準 
備 考 

（資金剰余額） 平成30年度 令和元年度 

法
適
用 

水 道 事 業 会 計 － － 20.0％ 793,678 千円 

法
非
適
用 

公共下水道事業特別会計 － － 20.0％ 801 千円 

農業集落排水事業特別会計 － － 20.0％ 529 千円 

※ 資金不足比率について、資金不足が発生していない会計は「－」と表示している。 

 

⑵ 個別意見 

① 資金不足比率は、公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率で

ある。地方公営企業法適用の水道事業、同法適用以外の公共下水道事業、農業

集落排水事業のいずれの会計も前年度と同様に資金の不足額が生じていない

ため、資金不足比率は算定されないことを確認した。これらの事業会計は良好

な状態にあると認められる。 
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② 決算審査意見書に記載した水道事業の財務の短期支払能力を示す流動比率

は 602.23％で、前年度に比べ 157.92 ポイント上昇している。この比率は安定

性を分析する財務比率で、一般的に理想比率は 200％以上とされており、引き

続き良好な状態にあると認められる。今後も更なる経営の安定化を目指し、経

費削減と使用料等の収納率向上に努められたい。 


